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論 文 内 容 の 要 旨
序章 一 本論文 の課題 と構想 一
本論文は、平安 ・鎌倉移行期における領主支配の進展と、それによる国家支配体制の変容を、国
衙行政体制の在 り方を軸にして考察するという、極めて古典的ともいえる課題 に取 り組むものであ
る。 このような課題を現在の時点においてあえて掲げる理由は、現在学界の共有財産となっている
「荘園公領制」を巡る問題に集約される。「荘園公領制」とは、中世においては国衙領もまた荘園と














ところが、 これに対 しては1970年代に進展 した新たな研究が、根本的な批判を加えることになる。
それは十世紀末以降の国衙行政にあっては、領主化 したとされる郡郷司の役割は、受領の分身たる
国使の職務執行の補佐に過 ぎず、その地位は低かったとす る、いわゆる国使論である。そしてこの
議論では、 このような体制を打ち破 り領主支配の体制化を決定的にした契機 としての治承 ・寿永の
内乱 と、鎌倉幕府の成立 とが重視 されている。 この議論に従 うならば、現在通説 となっている、王
朝国家論に立脚 したかたちでの荘園公領制理解には再検討の余地があるのは明白だろう。
しかしそのような試みはいまだ全面的に展開されてはいない。その要因は多岐に渡るだろうが、






論を名乗 るのは、分不相応の諺 りをまぬがれ得まい。 しか し、地方支配論を欠いた国家論が成 り立
たぬのもまた事実である。まして中世を封建制社会 と把握す る大前提に立つ以上、その再検証 は、
現在の蓄積を踏まえ国家論を組み直すうえで避けられない重要な作業であると信 じるものである。1




平安期国衙機構研究を主導 して きた、郡司制の動揺 ・衰退 とともに国による郡機能の吸収が進行す
るとする学説に再検討を迫 りっつある。そしてそこでは、十世紀には律令制下 とは異なる新たな国






律令制的国郡制 は十世紀をとおして再編 され、十世紀末 ・十一世紀初顛には新たな体制が確立さ
れた。その根幹をな したのは収取 と田地領有 とを明確に分離 し、新開墾田領有権を容認 しつつ田租
収取を貫徹することで、私墾田の展開により危機に瀕 した土地支配 ・収取体制の再建を図る基準国















のであり、それにより郡 ・郷 ・院といった出自の異なる所領単位が同格のものとして国衙に直結 し、
郡 ・郷 ・院司による領主支配が展開することになるとする王朝国家論の理解が長 らく通説的位置を




れている。また幾っかの個別事例に則 して、国使支配の成立 と郡郷制再編 との連動が明らかにされ
つっある。
本章 はこれ らの議論を踏まえ、収納所の設置される郡 ・和名抄郷 ・院 ・郡分割郷といった類型ご




































構図と同一のものである。 ここには反体制的闇経済 として展開 した活動を、一種の民間活力導入 と
して公認、体制内部に構造化することで、問題の発展的解消をはかるという、十世紀後期における






























階層秩序の確立が もたらされることとなる。 しか しこれは十一世紀における郡郷司 ・私領主の相互





























の排除であり、在地における複雑な利害関係を反映 しながら地域紛争 は激化の一途 を辿 っていく。








とともに領主支配の展開する場となるというものであった。 しか し平安後期の再編郡郷 ・国使体制
のもとでの国衙領領域構造については、検田 ・収納所設置単位である再編郡郷 と、その下位領域 と
して存する領主支配の単位である郷村との重層構造として捉えねばな らない。










に住人結合の場である村々や、 このような村とともに小領主支配の場である 「名」が存在 していた。























とは、 この均衡を破 る勢力を、 もう一方の軍事力を以て排除するというものであった。この均衡を
維持 し、調停者 としての地位を独占するためには、幕府勢力の介入を排 し、本来幕府に付与された
国家反逆罪処断権のもとにある所領没収 ・追却権を保持せねばならない。一方、統治者として臨ま
ねばならぬ幕府は、在来勢力の信頼を勝ち得るために、その軍事的拡大傾向を自己抑制せねばなら








てきた。 しか し近年ではこの問題は、鎌倉後期の国家政策 との関わりにおいて理解されるようになっ
てきている。すなわち鎌倉後期の公武政権は、分割相続や流出により極限にまで進行 した所領の分
散により動揺するに到った、その拠 って立つ荘園公領制を再建するため、一円領創出政策たる 「公
武一同徳政」を発動 し、 この結果領有権を否定された者が国家政策に反逆する 「悪党」として排除






併存 ・均衡 という、所領領有の分散状況を不可欠 とする体制であった。その分散状況の清算は、荘






に位置付けっつ展望することを目的とする。中世 における領主支配 とは、人に対する支配 と土地に
対する支配とが分かち難 く融合したものであり、土地を媒介 とする支配については、膨大な研究が







とすることで、土地占有の根拠 ・動産所有を守 る砦ともなる。 しかし放棄 された建物は、そのなか
に残された動産 と同様に、 もはや土地の付属物に過ぎなくなり、領域全般に対する支配権を有する
領主権力の処分権のもとに置かれるのである。





























る。つまり、幕府体制 と荘園公領制 とは、密接な関連をもちっっともに内乱のなかか ら生まれた、
いわば双生児の如 き関係にあり、それらに依拠 し、かっ権力の分散性を特徴 とする日本中世国家の
確立は、 ここに見出されるべきといえよう。













環が生 じていったと思われる。 このことは、既に私的には領主支配の容認とそれへの依拠を達成 し
ていた政権中枢構成員をして、自らを身動 きのとれない状態に追い込んでいったのではなかろうか。








一方、内乱の凍結により権門貴族・寺社勢力は依然 として知行国主 ・荘園領主 としての地位 を保
ち得ており、それら都市領主の利害を調整する最高の権威を有する者として、治天の君が位置して
いた。そして都市領主層の要求は治天の君を通 じて幕府に持ち込まれるのであり、鎌倉幕府 ・荘園
公領体制とは、都市領主層を代表 し権威を担 う治天の君と、在地領主層を代表 し軍事力を担う鎌倉
殿 との間で、支配階級=領 主階級全体の利害調整が図 られる体制であったといえよう。
そしてこの体制のもとで、より直接、在地における利害対立と人民統治の問題 に曝されたのは、
朝廷より持ち込まれる様々な 「地頭非法」訴訟に対処せねばならなか った幕府であった。鎌倉幕府
法に見 られる多 くの在地支配法令 は、そのようななかで幕府が在地の統治規範を受容 しつつ結実さ
せ得た、中世国家の人民統治の法だったのであり、ひとり幕府のためだけのものではなかったので
ある。 また幕府のもとで進んだ訴訟制度の整備 も、局所的な利害対立を大規模紛争に発展させるこ




しか し、在地支配の分散 ・多元性に規定 された国家権力 ・権威の分散 ・多元性と、それ らの均衡
に立脚する国家支配の在 り方 は極めて不安定なものであり、やがてその清算と一元化に向かうこと
は避けられないだろう。そ してそのようなうねりのなかで、承久の乱や鎌倉後期の幕府への権力集
中とその反動としての南北朝内乱、そ して後醍醐天皇 ・足利義満の王権、さらには戦国の動乱 と、
そのなかか ら形成される近世幕藩体制 は展望できるのではないだろうか。









第一章 「八～十一世紀における国郡 「勘申」 と土地支配体制」では、十世紀末 ・十一世紀初頭に
は律令制的国郡が再編成 され、基準国図による収取機能の国への集中が計 られ、その権限は国司の
分身たる国使に集中されたとする。
第二章 「十一世紀における郡郷制再編とその内部構造」では、律令制郡郷が この時期に郡 ・院 ・




第三章 「再編郡郷 ・国使体制 と領主支配」では、国使支配の対象 となる再編郡郷は、その下部に、
都市領主の財力と在地有力者の労働組織力とを結合 した開発によって新たな郷 ・村を形成す るが、
この下部郷村 こそが領域的領主権の客体であり、あらゆる所領の基本 となったという斬新な見解を
展開する。
っいで第二部 「荘園公領制の形成 と領主支配」では、領主支配の展開が再編郡郷 ・国使体制を浸
食 して、荘園公領制の形成 に向うことを論ずる。
第四章 「十一世紀における郡郷司職 と在地支配」では、十一世紀の段階では郡郷司の役割は依然
として国使の収取執行の維持にあり、郷村を所領単位 とする都市私領主 と結合 した勧農の担い手で
はあっても、郡郷司職 自体 は在地領主権を表現す るものではないという新見解を提示する。
第五章 「十二世紀における領主間抗争の展開と国衙支配」では、十二世紀初頭には在地構造が安
定 し、国衙機構に拠る郡郷司等在地領主の村落領域支配が実現 し、都市私領主の権益 と競合 して両
者の対立が激化 し、治承 ・寿永の内乱を生み出してゆくことを論ず る。
第六章 「荘園公領制的領域枠組の形成 とその支配構造」では、再編郡郷制下の郡郷の下部単位で
あった郷村が、 ここに至 って、荘園あるいは公郷 として都市私領主 ・国衙の領域支配の場となると





第三部 「荘園公領制国家 と鎌倉幕府」では、かくして成立 した荘園公領制の上に立っ中世国家体
制の中での、荘園領主 ・在地領主 ・鎌倉幕府の相互連関による支配構造を論ずる。
第七章 「所領没収 ・追却刑 と荘園領主支配」では、鎌倉時代における荘園領主支配 は、複数の在
地領主に在地支配を依存 し、その均衡を破る勢力を排除して在地の調停者 として機能するところに
成立 っていたことを明らかにする。
第八章 「百姓資財 ・住宅と領主支配」では、中世百姓の再生産構造維持のための資財 ・住宅所有
は、領主権力による安堵=承 認を必要 とするが、領主による居住 ・経営の承認がある限り、百姓は
領主の恣意的な侵害を排除する権利を有 したことを論ずる。
第九章 「治承 ・寿永の内乱と中世国家」では、院政期の所領没官刑による国家秩序の維持が、鎌
倉幕府の軍事支配 に立脚 した荘郷地頭制度による秩序回復機能に収敏 されて行 くことを論 じ、鎌倉
幕府の成立と荘園公領制の完成 との不可分の関係を明らかにする。
かくして論者は、律令制/再 編郡郷 ・国使体制/荘 園公領制 という全体の歴史の推移を措定 し、
十二世紀末の内乱を経過 した上での荘園公領制の完成を以 って中世国家体制の成立 とする結論に達
する。
論者の新見解のうち特に、郡郷司職自体は在地領主権を表現 しないとする論点、荘園公領制の完





料解釈は信頼を置 くに足 り、その研究成果は従来の研究を明 らかに進展せ しめたものであって、斯
界の学問的発展に寄与するところ大なるものがある。
よって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与されるに十分な資格を有するものと認め
られる。
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